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鹿児島県

（※については例規集登載事項）

ページ

告 示

○保安林の指定予定の通知（２件） （森づくり推進課取扱い）１

○保安林の指定の解除予定の通知 （森づくり推進課取扱い）２

○老人福祉法に基づく有料老人ホームの設置者に対する改善命令

（高齢者生き生き推進課取扱い）２

○道路の供用の開始 （道路維持課取扱い）３

○令和７年度自衛官の募集 （危機管理課取扱い）３

○証紙販売人の指定の解除 （会計課取扱い）４

○軽油引取税の特約業者の指定の取消し （鹿児島地域振興局取扱い）４

公 告

○落札者等の公告 （県立大島病院取扱い）４

選 挙 管 理 委 員 会 告 示

○参議院鹿児島県選出議員選挙における政見放送を行うことができる基幹放送事業者及

び政見放送の回数 （選挙管理委員会取扱い）４

正 誤

○鹿児島県公報第620号（令和７年５月27日付け）の一部訂正 （森づくり推進課取扱い）５

鹿児島県告示第414号

森林法（昭和26年法律第249号）第29条の規定により，農林水産大臣から次のとおり保安林

として指定する予定である旨の通知があった。

令和７年６月６日

鹿児島県知事 塩田康一

１ 保安林予定森林の所在場所

阿久根市脇本字焼崎12068番１，字八郷12163番５（次の図に示す部分に限る。）

２ 指定の目的

土砂の崩壊の防備

３ 指定施業要件

 立木の伐採の方法

ア 主伐は，択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は，当該立木の所在する市町村に係る市町村

森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は，次のとおりとする。

 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は，省略し，その図面及び関係書類を鹿児島県環境林務部

森づくり推進課及び阿久根市役所に備え置いて縦覧に供する。）
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鹿児島県告示第415号

森林法（昭和26年法律第249号）第29条の規定により，農林水産大臣から次のとおり保安林

として指定する予定である旨の通知があった。

令和７年６月６日

鹿児島県知事 塩田康一

１ 保安林予定森林の所在場所

摩郡さつま町求名字梶原107番１

２ 指定の目的

土砂の崩壊の防備

３ 指定施業要件

 立木の伐採の方法

ア 主伐は，択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は，当該立木の所在する市町村に係る市町村

森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は，次のとおりとする。

 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は，省略し，その関係書類を鹿児島県環境林務部森づくり推進課及びさつ

ま町役場に備え置いて縦覧に供する。）

鹿児島県告示第416号

森林法（昭和26年法律第249号）第29条の規定により，農林水産大臣から次のとおり保安林

の指定を解除する予定である旨の通知があった。

令和７年６月６日

鹿児島県知事 塩田康一

１ 解除予定保安林の所在場所

摩川内市答院町黒木字崩平2052番２，2053番11

２ 保安林として指定された目的

水源の涵養
かん

３ 解除の理由

道路用地とするため

鹿児島県告示第417号

老人福祉法（昭和38年法律第133号）第29条第15項の規定により，有料老人ホームの設置者

に対し次のとおり改善に必要な措置をとるべきことを命じた。

令和７年６月６日

鹿児島県知事 塩田康一

１ 有料老人ホームの設置者の名称及び主たる事務所の所在地

株式会社夕焼けこやけ

南さつま市加世田東本町６番地17

２ 有料老人ホームの名称及び所在地

 有料老人ホーム 石蕗の里 花瀬

南さつま市金峰町花瀬1611番地

 有料老人ホーム 石蕗の里 東本町

南さつま市加世田東本町６番地17

 有料老人ホーム 石蕗の里 唐仁原

南さつま市加世田唐仁原5323番地１

３ 命令の内容

令和６年11月14日に実施した有料老人ホーム「石蕗の里 花瀬」，「石蕗の里 東本町」

及び「石蕗の里 唐仁原」の立入検査で確認した改善が必要な事項について，入居者の心身
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の健康の保持及び生活の安定に必要な措置を講ずること。

また，令和７年６月30日（月）までに必要な措置を講じた内容を記載した改善報告書を提

出すること。

４ 命令を行う理由

株式会社夕焼けこやけには，過去10年間で14回の老人福祉法に基づく立入検査を実施する

など，継続して改善指導を行ってきたが，令和６年11月14日の立入検査においても，避難訓

練の未実施，虐待の防止のための指針を含む各種指針等の未整備，事故発生時の不適切な対

応，運営懇談会の未開催など，鹿児島県有料老人ホーム設置運営指導指針に基づいた運営が

行われていない事項が多数確認された。

このことは，老人福祉法第29条第15項に規定する「入居者の処遇に関し不当な行為をし，

又はその運営に関し入居者の利益を害する行為をしたと認めるとき，その他入居者の保護の

ため必要があると認めるとき」に該当する。

５ 命令年月日

令和７年５月30日

鹿児島県告示第418号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により，次のとおり道路の供用を開始

する。

なお，供用の開始の区間を表示した図面は，令和７年６月６日から２週間，鹿児島県土木部

道路維持課において一般の縦覧に供する。

令和７年６月６日

鹿児島県知事 塩田康一

道路
供用開始

の 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間
の 期 日

種類

県道 川内郡山線 摩川内市平佐町字梅ヶ橋1931番１地先から同市宮 令和７年

崎町字小牟田1931番１地先まで ６月６日

鹿児島県告示第419号

自衛隊法施行令（昭和29年政令第179号）第114条，第117条第１項及び第118条の規定により，

令和７年度第２・３・４次の自衛官の募集について次のとおり告示する。

令和７年６月６日

鹿児島県知事 塩田康一

１ 募集種目

自衛官候補生

２ 募集期間

令和７年６月９日から同年７月10日まで

３ 試験期日

 筆記試験（ＷＥＢ試験）

令和７年７月14日から同月19日まで

 口述試験及び身体検査

令和７年７月19日

４ 応募資格

 採用予定月の１日現在，18歳以上33歳未満の者

 32歳の者は，採用予定月の末日現在において，33歳に達していない者

５ 試験場

試 験 場 の 名 称 試 験 場 の 位 置

陸上自衛隊国分駐屯地 霧島市国分福島二丁目４番14号

鹿児島県大島支庁及び陸上自衛隊奄美駐屯 奄美市名瀬永田町17番３号及び奄美市名瀬

地 大字大熊字中畑266番49
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（予備：陸上自衛隊川内駐屯地） 摩川内市冷水町字上床539番地２

６ その他

詳細については，自衛隊鹿児島地方協力本部募集課（電話番号099－253－8920）に問い合

わせること。

鹿児島県告示第420号

鹿児島県証紙条例（昭和38年鹿児島県条例第56号）第８条第１項の規定により，次のとおり

収入証紙販売人の指定を解除した。

令和７年６月６日

鹿児島県知事 塩田康一

名 称 住 所 販売所の所在地 解除年月日

医療法人親貴会 いちき串木野市東塩田 いちき串木野市昭和通 令和７年５月31日

理事長 町35番地 133番地１

海江田正史 いちき串木野市役所内

鹿児島地域振興局告示第４号

鹿児島県税条例（昭和38年鹿児島県条例第23号）第88条第３項の規定により，軽油引取税の

特約業者の指定を次のとおり取り消した。

令和７年６月６日

鹿児島地域振興局長 南靖子

主たる事務所又は事業所の所 取消年月
特 約 業 者 の 名 称 代表者の氏名

在地 日

荒木商事株式会社 荒木 貞行 摩川内市隈之城町280番地 令和７年

３ ３月31日

落札者等の公告

特定調達契約に係る随意契約の相手方を次のとおり決定した。

令和７年６月６日

県立大島病院長 石神純也

１ 随意契約に係る特定役務の名称及び数量

航空運送サービス（奄美ドクターヘリ運航業務委託） 一式

２ 特定調達契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

県立大島病院総務課

奄美市名瀬真名津町18番１号

３ 随意契約の相手方を決定した日

令和７年３月28日

４ 随意契約の相手方の氏名及び住所

鹿児島国際航空株式会社

鹿児島市山下町９番５号

５ 随意契約に係る契約金額

328,240,000円

６ 随意契約によることとした理由

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372

号）第11条第１項第２号該当

鹿児島県選挙管理委員会告示第13号

公 告

選 挙 管 理 委 員 会 告 示
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参議院鹿児島県選出議員選挙において，候補者が公職選挙法（昭和25年法律第100号）第150

条第１項の規定による政見放送を行うことができる基幹放送事業者及び当該基幹放送事業者の

ラジオ放送又はテレビジョン放送の放送設備により行うことができる政見放送の回数を，次の

とおり定めた。

なお，令和４年５月31日鹿児島県選挙管理委員会告示第27号（参議院鹿児島県選出議員選挙

における政見放送を行うことができる基幹放送事業者及び政見放送の回数）は，廃止する。

令和７年６月６日

鹿児島県選挙管理委員会委員長 松下良成

基幹放送事業者 放送設備 政見放送の回数

株式会社鹿児島讀賣テレビ テレビジョン放送 １回

株式会社鹿児島放送 テレビジョン放送 １回

株式会社南日本放送 テレビジョン放送 １回

鹿児島テレビ放送株式会社 テレビジョン放送 １回

令和７年５月27日付け鹿児島県公報第620号中次のとおり誤りがあったので訂正する。

ページ 訂正箇所 誤 正

２ 上から９行目 限度並びに植栽の方法・期 限度

間及び樹種

正 誤
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